
証券コード 7058

2025年６月12日

（電子提供措置の開始日 2025年６月５日）

株 主 各 位
東京都千代田区九段南一丁目６番17号 千代田会館

共栄セキュリティーサービス株式会社
代表取締役社長 我 妻 文 男

第41期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第41期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下

のウェブサイトに「第41期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載

しております。

当社ウェブサイト（https://www.kyoei-ss.co.jp/meeting）

また、上記のほか、インターネット上の以下のウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情

報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2025年６月26日（木曜

日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時(受付開始９時30分)

2. 場 所 東京都千代田区九段南一丁目６番５号

九段会館テラス ４階 会議室 桐の間

(会場が昨年と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご

参照いただき、お間違いのないようご注意ください。）

3. 目的事項

報告事項 1. 第41期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結

計算書類監査結果報告の件

2. 第41期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)

計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額決定の件

第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件

第７号議案 会計監査人選任の件

第８号議案 退任監査役への退職慰労金贈呈の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り

扱わせていただきます。

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていた

だきます。

― 2 ―

2025年05月28日 15時24分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



事 業 報 告
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における日本経済は、コロナ禍による落ち込みから回復し、33

年ぶりの高水準の賃上げ、史上最高水準の企業の設備投資などの一方で、足元で

は、物価上昇が賃金上昇を上回る中で、年金生活世帯や中小企業にとっては厳し

い状況が続いているなど、先行きは不透明な状況が続いております。

国内警備業界は、「令和５年における警備業の概況（2024年７月18日警察庁発

表）」によると、警備業者数は10,674業者（前年比1.4％増）、警備員数は58万４千

人（同0.5％増）であり、需要は堅調であります。一方で、2025年３月現在の保安

職業従事者の有効求人倍率は6.74倍（2025年５月２日厚生労働省発表）と採用環

境は大変厳しく、人手不足は事業活動の制約となるほど深刻化しております。ま

た、人材獲得競争の激化から賃金上昇が続くものの、警備業界の労働分配率はす

でに高く、物価高の中での持続的な賃上げには限界もあるなど、警備業界をとり

まく環境は大きく変化しております。

このような経営環境の下、当社グループは、収益強化に取り組むとともに、グ

ループ全体の企業価値向上のための取り組みを続けてまいりました。

連結業績

売上高

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比758百万円増加し、10,113百万円

となりました。この増収は、主に前連結会計年度に買収した連結子会社の売上高

が前連結会計年度比で寄与したこと、また常駐契約の料金改定、常駐契約の新規

開始によるものであります。

売上総利益

当連結会計年度の売上総利益は、前連結会計年度比264百万円増加して2,350百

万円となり、売上高に対する比率は22.3％から23.2％となりました。

営業利益

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度比175百万円増加して484百万円

となり、売上高に対する比率は3.3％から4.8％となりました。この増益は、主に

買収にともなうのれん償却費や、採用活動強化にともなう募集費など販管費の増

加があったものの、前述の料金改定により原価率が下がったことによるものであ

ります。
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経常利益

当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度比154百万円増加し、542百万円

となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益

当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純損益は、前連結会計年度比の248

百万円の利益に対し、38百万円の損失となりました。この減益は、連結子会社に

おいてのれんの一部減損損失を計上したことによるものであります。当社グルー

プは、M&A及びグループ経営を成長戦略として推進しており、地域的な再編を踏ま

えた収益計画を見直しいたしました。その中で、2024年３月期に買収した複数の

連結子会社について、買収時に発生したのれんの回収可能性について慎重に検討

した結果、のれんの一部減損損失を計上いたしました。また、非連結子会社につ

いても、同様の見直しを行った結果、関係会社株式評価損失を計上いたしました。

現在進めているM&A及びグループ経営は、収益性改善に向けた施策や事業の更な

る拡大により、将来の利益成長を見込んでおり、引き続き当社グループにとって

重要な成長戦略と位置付けております。

（2）設備投資の状況

該当事項はありません。

（3）資金調達の状況

該当事項はありません。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社グループは、価格交渉や人手不足など当社グループを取り巻く環境が急速

に変化する中、規模拡大による交渉力強化や人員確保のため、積極的にM&Aを実施

してまいりました。当連結会計年度の実績は次のとおりであります。
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・ 2024年８月26日、東神産業㈱（現：KSS神奈川㈱）により三治警備保障㈱を完

全子会社化

三治警備保障㈱は、神奈川県に本社を構え、交通誘導警備の事業を展開してお

ります。

・ 2025年１月９日、㈱ネオ・アメニティーサービスを完全子会社化

㈱ネオ・アメニティーサービスは、千葉県に本社を構え、施設警備やビルメン

テナンスの事業を展開しております。

・ 2025年１月10日、㈱バンガードを完全子会社化

㈱バンガードは、埼玉県に本社を構え、交通誘導警備の事業を展開しておりま

す。

・ 2025年１月31日、中国警備保障㈱を完全子会社化

中国警備保障㈱は、山口県に本社を構え、施設警備や交通誘導警備の事業を展

開しております。

（8）対処すべき課題

長期視点での経営方針

当社グループは、施設警備、交通誘導警備、イベント警備、ボディーガードな

どの人的警備、また、人材派遣、マンション管理人派遣などの周辺領域にわたり、

幅広く人的サービスの事業を展開しております。当社グループは、これらの事業

が人の力に依存したものである一方で、人の力でのみ創出することができるバリ

ューがあると考えており、引き続き人的サービスに注力してまいります。一方で、

競合他社との価格競争による料金低下圧力や深刻な人手不足など、当社グループ

を取り巻く環境の変化に迅速に対応するべく、長期視点での経営方針として、規

模拡大による交渉力強化や人員確保のため、積極的なM&Aとグループ経営を推進し

ております。

事業戦略

当連結会計年度の業績は、警備業界におけるM&A市場環境が活況であるなか、積

極的なM&Aとグループ経営を推進したこと、賃金上昇にともなう価格転嫁への取り

組みを反映したものとなりました。このような環境下、当社グループは、引き続

き積極的なM&Aとグループ経営、料金改定、そして大阪万博や重要施設の警備実績

の積み上げに取り組んでまいります。

M&Aは、前述のとおり国内警備業者が１万社超ある環境下で、警備業界における

M&A市場環境は活況であり、当社グループは、引き続き、警備会社や周辺領域（ビ

ルメンテナンス等）に対する出資・買収に取り組んでまいります。料金改定は、

賃金上昇にともなう価格転嫁、また、大変厳しい採用環境と深刻な人手不足に対

応するため、積極的に取り組んでまいります。警備実績の積み上げは、大阪万博
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といった世紀の大イベントや重要施設など業界屈指の警備実績が、従業員のモチ

ベーションアップや体験価値としてエンゲージメントを高め、採用及び定着率向

上として収益貢献すると考え、積極的に取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申

し上げます。

（9）財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区分 第38期
（2022年３月期）

第39期
（2023年３月期）

第40期
（2024年３月期）

第41期
（2025年３月期）

売 上 高 (百万円) 7,997 8,017 9,354 10,113

経 常 利 益 (百万円) 1,052 531 388 542

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）

(百万円) 736 451 248 △38

１株当たり当期純利益
又は1株当たり当期純損失（△）

(円) 508.60 311.35 171.43 △26.71

総 資 産 額 (百万円) 5,865 5,845 6,811 6,352

純 資 産 額 (百万円) 4,352 4,585 4,705 4,532

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 3,004.37 3,164.68 3,245.02 3,131.84

② 当社の財産及び損益の状況

区分 第38期
（2022年３月期）

第39期
（2023年３月期）

第40期
（2024年３月期）

第41期
（2025年３月期）

売 上 高 (百万円) 7,379 6,981 6,606 6,709

経 常 利 益 (百万円) 985 627 333 530

当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

(百万円) 705 482 229 △80

１株当たり当期純利益
又は1株あたり当期純損失（△）

(円) 487.36 332.83 158.40 △55.82

総 資 産 額 (百万円) 5,642 5,371 5,903 5,461

純 資 産 額 (百万円) 4,210 4,474 4,575 4,360

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 2,905.94 3,087.75 3,155.42 3,012.86
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（10）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

㈱道都警備 10,000千円 100.0％ 施設警備、交通誘導警備の提供

KSS大阪㈱ 10,000千円 100.0％ 施設警備の提供

KSS管財㈱ 10,000千円 100.0％
マンション代行管理の提供、グル
ープ資産管理

合建警備保障㈱ 15,000千円 100.0％ 施設警備、交通誘導警備の提供

KSS神奈川㈱ 10,000千円 100.0％
施設警備、交通誘導警備、人材派
遣等の提供

㈱セキュリティ 10,000千円 100.0％ 施設警備、交通誘導警備の提供

東邦警備保障㈱ 6,000千円 100.0％ 施設警備、交通誘導警備の提供

㈱バンガード 500千円 100.0％ 交通誘導警備の提供

㈱ネオ・アメニティーサービス 10,000千円 100.0％
施設警備、交通誘導警備、ビルメ
ンテナンス等の提供

（11）主要な事業内容（2025年３月31日現在）

事業区分 主な事業内容

警備事業
オフィスビルや重要施設等の施設警備、イベント警備、交通誘導警備、ボディ
ーガード、駐車場障害対応、マンション代行管理、人材派遣、ビルメンテナン
ス等の提供

（12）主要な事業所（2025年３月31日現在）

本 社 東京都千代田区

事 業 所
北海道、宮城県、福島県、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟
県、福井県、山梨県、静岡県、愛知県、大阪府、山口県、徳島県、香川県
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（13）従業員の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

750名（2,073名） 52名減（245名増）

(注)1.従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を記載しております。
2.従業員数には企業集団外への出向者を除き、企業集団外から企業集団への出向者を含んでおり
ます。

3.臨時従業員数が前連結会計年度末と比べ大幅に増加しておりますが、主に買収及び稼働率上昇
によるものであります。

② 当社の使用人の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

525名（968名） 99名減（70名減） 35.9 歳 7.5 年

(注)1.従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を記載しております。
2.従業員数には、他社への出向者を除き、他社からの出向者を含んでおります。
3.平均年齢及び平均勤続年数は、正規従業員の平均値で算出しております。
4.従業員数及び臨時従業員数が前事業年度末と比べ減少しておりますが、主に連結子会社への転
籍によるものであります。

（14）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株式会社りそな銀行 358,322千円

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 株式に関する事項（2025年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 3,500,000株

（2）発行済株式の総数 1,447,176株（自己株式59,324株を除く）

（3）株主数 900名

（4）株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

合 同 会 社 あ っ と プ ラ ニ ン グ 641千株 44.3％

株 式 会 社 ケ イ ・ エ ス ・ エ ス 121千株 8.4％

マックスコーポレーション株式会社 110千株 7.6％

共栄セキュリティーサービス社員持株会 48千株 3.3％

セ コ ム 株 式 会 社 45千株 3.1％

光 通 信 株 式 会 社 40千株 2.7％

合 同 会 社 Ｋ － ｍ ａ ｃ 34千株 2.3％

阿 部 克 巳 33千株 2.3％

森 樹 雄 32千株 2.2％

櫻 井 律 子 19千株 1.3％

※当社は、自己株式59,324株を保有しておりますが、上記株主の状況から除いており

ます。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項（2025年３月31日現在）

（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

発行決議日 2018年９月26日

新株予約権の数 135個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 13,500株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 払込を要しない

新株予約権の行使価額
新株予約権１個当たり190,000円

（１株当たり1,900円）

新株予約権の行使期間
自 2020年11月１日

至 2028年９月30日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社又は当社子会社の取締役、監査役及び

従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職、その他の正当な理由を取

締役会で認めた場合はこの限りではない。また、新

株予約権の相続を認めないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要

するものとする。

役員の保有状況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数 135個

目的となる株式数 13,500株

保有者数 ２名

社外取締役

新株予約権の数 － 個

目的となる株式数 － 株

保有者数 － 名

監査役

新株予約権の数 － 個

目的となる株式数 － 株

保有者数 － 名

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

（1）取締役及び監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 重要な兼職の状況

代表取締役社長 我 妻 文 男

取 締 役 我 妻 和 文

取 締 役 佐 藤 貞 治

取 締 役 松 林 篤 樹

取 締 役 河 近 芳 昭 公認会計士、㈱ユアーズブレーン東京 代表取締役

取 締 役 大 木 隆 生 医師、東京慈恵会医科大学 外科学講座統括責任者・教授

常 勤 監 査 役 伊 藤 芳 雄

監 査 役 吉 田 愛 弁護士、吉田愛法律事務所

監 査 役 新 井 啓太郎

(注) 1. 取締役河近芳昭氏及び大木隆生氏は、社外取締役であります。
2. 監査役伊藤芳雄氏、吉田愛氏及び新井啓太郎氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役河近芳昭氏及び大木隆生氏、監査役伊藤芳雄氏、吉田愛氏及び新井啓太郎

氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 監査役伊藤芳雄氏は、金融・資本市場での豊富な実務経験に基づく高い見識、上場会社に

おける監査等委員のキャリアを通じた会計に関する相当程度の知見を有しております。
5. 監査役吉田愛氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有し

ております。

（2）責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び監査役全員と会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該責任限

定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度といたします。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社取締役及び当社監査役並びに

子会社取締役及び監査役であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当

社が負担しております。

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、会社の役員としての業務につき行った行為又は不作為に起因

して、保険期間中に株主又は第三者から損害賠償請求された場合に、それによっ

て役員が被る損害（法律上の損害賠償金、争訟費用）を当該保険契約により補填

することとしております。

なお、役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、

公序良俗に反する行為については、補償対象外としております。

また、役員候補者がある場合、各候補者が取締役及び監査役に選任された場合、

いずれの候補者も当該役員等賠償責任保険契約の被保険者となる予定です。

（4）当該事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、

取締役報酬については、職位に職責の重みを考慮して決められた基本報酬(固定

報酬)で構成しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2016年９月30日であり、

決議の内容は、取締役及び監査役の報酬限度額についてであり、取締役の報酬

限度額は年500百万円以内、監査役の報酬限度額は年30百万円以内として、決議

されております。当社は、定款によって取締役は10名以内、監査役は５名以内

と定められております。なお、当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名(う

ち、社外取締役２名)、監査役の員数は３名です。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任事項

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を

有する者は取締役会及び監査役会であり、その権限の内容及び裁量の範囲は、

株主総会で決議された額の範囲内で、取締役月額報酬については代表取締役が

取締役会に諮って決定することとしております。監査役の報酬については、取

締役会の報酬とは別体系とし、株主総会で決議された額の範囲内で、監査役の

協議において決定しております。

なお、当事業年度における当社の役員の報酬等の額の決定過程における取締

役会及び監査役会の活動は、取締役会は2024年６月27日開催の取締役会におい

て取締役の報酬について審議し、上記の方針に則り決定しております。監査役

会は監査役報酬について2024年６月27日開催の監査役会において、全会一致に

て決議しております。

④ 取締役及び監査役の報酬の総額等

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役 162,200 162,200 ― ― ６

（うち社外取締役） 12,000 12,000 ― ― ２

監 査 役 10,800 10,800 ― ― ３

（うち社外監査役） 10,800 10,800 ― ― ３

合 計 173,000 173,000 ― ― ９

（う ち 社 外 役 員） 22,800 22,800 ― ― ５

(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2． 取締役の報酬限度額は、2016年９月30日開催の臨時株主総会において、年額500,000千円以

内と決議いただいております。
3． 監査役の報酬限度額は、2016年９月30日開催の臨時株主総会において、年額30,000千円以

内と決議いただいております。
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（5）社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

・取締役河近芳昭氏は、㈱ユアーズブレーン東京の代表取締役であります。当

社は、㈱ユアーズブレーン東京との間に重要な取引はありません。

・取締役大木隆生氏は、東京慈恵会医科大学外科学講座統括責任者・教授であ

ります。当社は、東京慈恵会医科大学との間に重要な取引はありません。

・監査役吉田愛氏は、吉田愛法律事務所弁護士であります。当社は、吉田愛弁

護士事務所との間に重要な取引はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

（ア）取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 河 近 芳 昭

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、取
締役会において、公認会計士として多様な企業での監査実務経
験と内部統制に関する高い専門性、及び会計事務所のキャリア
を通じた企業経営、M&A及び会計に関する幅広い見識に基づく
助言、提言を行っております。

取締役 大 木 隆 生

当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回に出席し、取
締役会において、国際的な医療分野での豊富な経験と高い見識
及び専門性、政府の公的会議の民間議員を歴任するなど幅広い
知識やネットワークをもとに、健康経営を含め、グループの中
長期的な企業価値の向上のため有益な助言、提言を行っており
ます。

監査役 伊 藤 芳 雄

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に、監査役会
に13回のうち13回に出席いたしました。取締役会、監査役会に
おいて、主に出身分野である金融・資本市場での経営経験を含
む豊富な実務経験に基づく高い見識、上場会社における監査等
委員のキャリアを通じた企業経営及び会計に関する幅広い見識
に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
め、独立した立場から客観性のある観点からの意見を述べてお
ります。

監査役 吉 田 愛

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に、監査役会
に13回のうち13回に出席いたしました。取締役会、監査役会に
おいて、主に弁護士としての高い専門性、ビジネススクールで
の経営法務の特任准教授の経験に基づき、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するため、独立した立場から客観性の
ある観点からの意見を述べております。

監査役 新 井 啓太郎

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に、監査役会
に13回のうち12回に出席いたしました。取締役会、監査役会に
おいて、警備最大手のセコムグループにおける経営経験、警備
業の豊富な知識、経験や高い見識に基づき、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するため、独立した立場から客観性
のある観点からの意見を述べております。
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（イ）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

当社社外取締役は、業務執行を担う取締役に対し、独立した客観的立場から、

会社の事業方針や経営活動に関する意見を述べるとともに、法令又は定款に違

反する事実その他不当な業務執行が行われるのを未然に防止することが求めら

れます。

当社社外取締役河近芳昭氏は、公認会計士という職業的専門家の立場から、

当社の業務執行を監督する役割を果たしていただくことが期待されていたとこ

ろ、かかる専門的な知見をもとに独立かつ客観的な立場から取締役会に出席し、

意見を述べております。また、通年を通じて、サービス提供の場や子会社への

視察を通じて当社事業に関する知見を高めるとともに、社内における会議や研

修会等に参加して助言を述べる等の活動も行っております。また、監査役会及

び内部監査室との連携も定期的に行っており、コーポレートガバナンスの観点

から必要と判断した活動及び適切な助言・提言を適時実施しております。

当社社外取締役大木隆生氏は、医療分野での豊富な経験と高い見識及び専門

性、政府の公的会議の民間議員を歴任するなど幅広い知識やネットワークを有

しており、健康経営を含め、グループの中長期的な企業価値の向上のための有

益な助言、提言をいただくことが期待されていたところ、かかる専門的な知見

をもとに独立かつ客観的な立場から取締役会に出席し、意見を述べております。
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5. 会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（2）報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 30,713千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

30,713千円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬
等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判

断した場合は、その会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役

会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出することといたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。
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6. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制

当社取締役会は、業務の適正を確保するための体制作りと管理体制の整備を図

るため、「内部統制システムに関する基本方針」を決議いたしております。その内

容の概要は以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体

制

① 当社は、法令、定款等の遵守があらゆる企業活動の前提であるとの認識の

うえで、当社及び子会社の役員及び使用人がコンプライアンスに適った企

業活動を実践するために「グループ社員行動規範」の遵守徹底を図る。コ

ンプライアンスを統括する機関として代表取締役社長を委員長とする「リ

スク・コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンスを統括する

取締役を定めて、コンプライアンスの推進及び徹底を図る。

② 取締役会は、法令、定款及び「取締役会規則」に基づき、重要事項を決定

するとともに、取締役の業務の執行を監督する。

③ 内部通報規程に基づき、社員等からの法令違反行為の情報提供を受けると

ともに、社内及び社外相談窓口を設けてコンプライアンス体制の強化・充

実を図る。

④ 代表取締役社長直轄である内部監査室は、内部統制システムの運用状況及

びそれが有効に機能していることを定期的な社内モニタリングにより確認

し、必要な場合には業務改善の指導を行う。

⑤ 財務報告の信頼性確保のために、内部統制システムの整備・改善を行い、

その仕組みが適正に機能することを評価し、必要な場合には是正を行うと

ともに、金融商品取引法及び関係法令等との適合性を確保する。

⑥ 当社は、「反社会的勢力対応規程」に基づき、反社会的勢力による不当要求

行為に対し、毅然とした態度で対応し、取引その他一切の関係を持たない

体制を整備することに努める。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 企業秘密及び個人情報等を管理するため「機密事項管理規程」、「個人情報

保護規程」及び「情報セキュリティ基本規程」を定め、適正な取扱いを行

う。また、社内外を問わず業務上重要な情報を保存及び管理するため「文

書管理規程」を定める。
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② 取締役会その他重要会議の意思決定、業務執行及び監督の行為に係る記録

についても、「文書管理規程」に基づき、文書又は電磁的記録媒体に記録

し、適切に保存管理する。取締役は、常時これらの情報を閲覧できるもの

とする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社及び子会社において、効率的な業務運営を行うため「リスク管理規程」

を制定し、主要なリスクの認識リスクの種類に応じた管理を行い、予防的

に可能な対策をできる限り施すことを基本とする。

② 当社は、「リスク・コンプライアンス委員会」において、各種リスク管理の

方針に関する審議等を行い、重要な事項がある場合は、取締役会において

報告を行う。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、取締役会の運営に関する規程を定めるとともに、毎月１回行われ

る定時取締役会において重要事項を決定し、取締役に業務報告をさせるこ

とにより業務執行の監督等を行うほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を

開催する。

② 取締役会は、「取締役会規則」並びに「職務権限規程」を制定し、取締役会

決裁、社長決裁等の決裁権限を明確に定める。

③ 取締役会は、取締役会が定める代表取締役社長及びその他の業務執行を担

当する取締役の職務分掌に基づき、代表取締役社長及びその他の業務執行

を担当する取締役に業務の執行を行わせる。

④ 当社は事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、各部門

及び子会社の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を

通じて業績目標の達成を図る。

⑤ 月次の業績を迅速に管理会計としてデータ化し、取締役会に報告する。

⑥ 内部監査室は、当社グループの事業活動の効率性及び有効性について監査

を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるとき

には、連携してその対策を講ずる。
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５．当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

①「関係会社管理規程」等に基づき、子会社の職務執行状況を管理するととも

に、業務運営の適正を確保することに努める。

② 子会社の重要な意思決定事項については、当社取締役会に報告し承認を得

て行う。

③ 子会社の取締役は、定期的に子会社の業務運営状況について報告するとと

もに、情報共有・意思疎通を図り親子会社間での適正な取引に努める。

④ 当社の内部監査室は、子会社の内部監査を定期的に行う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役は監

査役と協議のうえ、使用人の中から監査役補助者を任命する。

② 監査役補助者は、監査役の専任とし、業務執行に係る役職を兼務せず、監

査役以外の指揮命令は受けない。

③ 監査役補助者の異動、人事評価及び懲戒等に関する決定は監査役の同意を

要する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、これら報告をした者が当

該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

① 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、

取締役会その他の重要会議への出席をはじめとして、監査役が必要と判断

した会議に出席できる。

② 監査役は、稟議書等の業務執行に係る重要な文書を閲覧できるとともに、

監査役が必要と判断した場合、取締役及び使用人に該当書類の提示や説明

を求めることができる。

③ 取締役は、当社グループにおける重大な法令違反その他コンプライアンス

に関する重要な事実及び業績に影響を与える重要な事項を発見した場合、

直ちに監査役に報告する。

④ 監査役は、当社の法令遵守体制に問題を認めた場合、取締役会において意

見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。

⑤ 内部監査室は、定期的に監査役に対する報告会を実施し、当社における監

査計画、結果及びリスク管理状況等の現状を報告する。

⑥ 当社グループは、監査役に報告したことを理由として、当該報告者に不利

な取り扱いを行うことを禁止する。
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８．監査役の職務執行について生じる費用の前払又は償還の手続きその他の当該

職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費

用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役

の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債

務を処理する。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役社長は、定期的に監査役と意見交換を行う。

② 監査役は、内部監査室及び会計監査人と緊密に連携を保ちつつ、監査役監

査の実効性確保を図る。

③ 監査役は、監査の実施にあたり必要と認める時は、自らの判断で、弁護士、

公認会計士、その他の外部専門家を活用することができる。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社では、取締役会により決議された前記（1）の業務の適正を確保するための

体制につき、その適切な運用に努めております。当事業年度におけるかかる体制

の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体

制

当社は、法令を遵守し、倫理的に事業活動を行うことに取り組んでおります。

当社の「グループ社員行動規範」は、重要なテーマやリスクに関する核となる

価値観や基本方針を定めており、当社の役員・管理職は、自ら範を示し、この

取り組みを実行しております。当社は、役職員が企業倫理に関する懸念を抱い

た場合にはこれを報告し、また、どのように行動することが最善かを確認する

ことを奨励するとともに、誠意をもって不正行為を報告した役職員に不利益な

取扱いや嫌がらせ等がなされることのないよう保護することを「内部通報規程」

により明文化し、通報者保護に努めております。当社には、「内部通報制度」を

はじめとする、企業倫理に関する質問や問題を役職員から随時受け付けている

報告・相談窓口があります。内部通報制度は、通常の社内の指揮命令系統から

独立して運営されております。内部通報制度の受付窓口は、専門の第三者機関

が運営しており、社外弁護士が対応にあたっております。通報案件は内密に処

理され、匿名で通報することができます。

さらに、本社及び全支社・営業所、連結子会社を対象とした内部監査の実施、

財務報告に係る内部統制の評価活動等を通じ、問題点の早期発見並びに是正を

行っております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会等の重要会議の議事録・会議資料等、取締役の職務の遂行に係る文

書、その他の情報の保存・管理に係る事項については内部規則として明文化し、

その周知徹底に努めており、その他の情報についても、法令及び当社の内部規

則に従い適切に保存及び管理しております。
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の本社及び全支社・営業所、連結子会社は、それぞれの担当領域におい

て定期的にビジネスリスクを検討・評価し、リスクの積極的な予見・適切な評

価・回避・軽減等に取り組んでおります。当社の取締役は、自己の担当領域に

おいて、当社に損失を与えうるリスクを管理するために必要な体制の整備・運

用を推進しております。

また、代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を原

則として四半期に１回開催しております。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社の取締役会は、社外取締役２名を含む６名の取締役で構成され、社外監

査役３名を含む監査役３名も出席し、「取締役会規則」に従い原則として月１回

開催され、経営上の重要な意思決定及び職務執行の適切な監視を行っておりま

す。

また、経営に関する迅速かつ効率的な意思決定を可能にすべく、それぞれの

意思決定に係る権限と責任範囲を明確化した「職務権限規程」、その他の内部規

則を明文化し、その周知徹底に努めております。

これらの社内規程については事業環境や経営体制等を踏まえ、適宜見直しを

実施しております。

５．当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

当社は、「関係会社管理規程」を制定し、子会社から職務執行に係る事項及び

損失の危険に係る重要な情報の報告を適時受けるとともに、子会社からは業況

の報告を毎月受け、経営計画等の進捗管理を行っております。

また、当社は子会社と連携して内部通報制度を適用し、グループにおけるコ

ンプライアンス体制の強化に取り組むとともに、「反社会的勢力対応規程」の制

定などにより、反社会的勢力の排除に努めております。また、当社の内部監査

部門は、連結子会社に対して査察し指導しております。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、「監査役会規則」及び「監査役監査基準」を制定し、監査役監査の実

効性を確保するための体制として、監査役の職務を補助するための使用人の配

属と人選、取締役からの独立性に関する事項、指示の実効性の確保に関する事

項について定めております。
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７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、これら報告をした者が当

該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

当社は、取締役及び社員等から職務の執行状況等に関して、監査役（会）に

定期的に報告を行っているほか、監査役から要請を受けた事項については、随

時速やかに報告を行っております。

また、当該報告をしたことを理由として、不利な取り扱いを受けた事例はあ

りません。

８．監査役の職務執行について生じる費用の前払又は償還の手続きその他の当該

職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役（会）の職務の執行について生じる費用については、遅滞無く処理さ

れております。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会に出席し、経営執行状況の適切な監視を行うとともに、

取締役及び使用人から業務に関する重要事項の報告、内部監査部門から監査状

況に関する報告、内部通報の窓口部署から重要な内部通報に関する報告等を受

け、職務の執行状況を監視しております。監査役へ報告を行った当社の取締役、

使用人及び子会社の取締役等に対し、当該報告をしたことを理由として不利な

取り扱いを行ったことはありません。

監査役は、支社・営業所及び子会社への往査を定期的に実施するとともに、

代表取締役並びに社外取締役との意見交換を実施しております。また、会計監

査人との意見交換会を定期的に開催し、監査上の問題について意見交換を行っ

ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

【流 動 資 産】 3,468,011 【流 動 負 債】 1,422,263

現 金 及 び 預 金 2,189,268 買 掛 金 47,050

売 掛 金 1,159,589 1年内返済予定の長期借入金 134,904

貯 蔵 品 7,335 未 払 金 825,561

そ の 他 112,911 未 払 法 人 税 等 185,062

貸 倒 引 当 金 △1,092 賞 与 引 当 金 87,692

【固 定 資 産】 2,884,755 そ の 他 141,993

有 形 固 定 資 産 338,921 【固 定 負 債】 398,177

建 物 及 び 構 築 物 178,345 長 期 借 入 金 345,464

機械装置及び運搬具 80,903 資 産 除 去 債 務 15,213

土 地 237,652 退職給付に係る負債 22,715

そ の 他 54,143 そ の 他 14,783

減 価 償 却 累 計 額 △212,123 負 債 合 計 1,820,441

無 形 固 定 資 産 365,493 （純 資 産 の 部）

の れ ん 364,722 【株 主 資 本】 4,528,981

そ の 他 771 資 本 金 100,000

投資その他の資産 2,180,339 資 本 剰 余 金 926,602

投 資 有 価 証 券 85,465 利 益 剰 余 金 3,683,778

長 期 貸 付 金 107,292 自 己 株 式 △181,398

繰 延 税 金 資 産 152,390 【その他の包括利益累計額】 3,343

投 資 不 動 産 575,258
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

3,343

減 価 償 却 累 計 額 △69,168

投資不動産(純額) 506,090

そ の 他 1,329,290

貸 倒 引 当 金 △190 純 資 産 合 計 4,532,325

資 産 合 計 6,352,767 負債・純資産合計 6,352,767
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連 結 損 益 計 算 書
（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,113,415

売 上 原 価 7,762,500

売 上 総 利 益 2,350,914

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,866,052

営 業 利 益 484,862

営 業 外 収 益

受 取 利 息 835

受 取 配 当 金 567

受 取 地 代 家 賃 37,898

匿 名 組 合 投 資 利 益 12,582

そ の 他 27,121 79,005

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,140

賃 貸 収 入 原 価 14,583

そ の 他 2,712 21,436

経 常 利 益 542,431

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,878 2,878

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,583

減 損 損 失 325,131

関 係 会 社 株 式 評 価 損 29,781 356,496

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 188,813

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 251,930

法 人 税 等 調 整 額 △24,412 227,517

当 期 純 損 失 38,704

親会社株主に帰属する当期純損失 38,704
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連結株主資本等変動計算書
（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

（単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 100,000 926,721 3,852,990 △174,535 4,705,176

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △130,506 － △130,506

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失

－ － △38,704 － △38,704

自 己 株 式 の 取 得 － － － △7,173 △7,173

自 己 株 式 の 処 分 － △119 － 309 190

株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

－ － － － －

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変動額合計

－ △119 △169,211 △6,863 △176,194

2025 年 ３ 月 31 日 残 高 100,000 926,602 3,683,778 △181,398 4,528,981

（単位：千円）

その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 346 346 4,705,522

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △130,506

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失

－ － △38,704

自 己 株 式 の 取 得 － － △7,173

自 己 株 式 の 処 分 － － 190

株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

2,997 2,997 2,997

当 連 結 会 計 年 度 中 の
変動額合計

2,997 2,997 △173,196

2025 年 ３ 月 31 日 残 高 3,343 3,343 4,532,325
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連結注記表

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ９社

連結子会社の名称 ㈱道都警備、KSS大阪㈱、KSS管財㈱、合建警備保障㈱、KSS神奈川㈱、

㈱セキュリティ、東邦警備保障㈱（千葉県）、㈱バンガード、

㈱ネオ・アメニティーサービス

上記のうち、当連結会計年度において、株式取得により㈱バンガード、㈱ネオ・アメニティー

サービスを連結の範囲に含めております。また、前連結会計年度において連結の範囲に含めてい

た㈲セキュリティ・ライセンス・KOBは㈱セキュリティと吸収合併し、日本セキュリティサービ

ス㈱はKSS大阪㈱へ、㈱ダイトーセキュリティーはKSS管財㈱へ、東神産業㈱はKSS神奈川㈱へそ

れぞれ商号を変更しております。

②非連結子会社の名称

非連結子会社の名称 東邦警備保障㈱（埼玉県）、三治警備保障㈱、中国警備保障㈱

連結の範囲から除いた理由

小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重量な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から

除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した非連結子会社及び関連会社数及び名称

該当事項はありません。

②持分法を適用しない関連会社の名称 ＫＳＥ株式会社

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない関連会社は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱バンガード、㈱ネオ・アメニティーサービスの決算日は12月31日であり

ます。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
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（4）会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ.棚卸資産

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ.有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 １～17年

ロ.無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいておりま

す。

ハ.リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ.投資その他の資産

投資不動産については定額法を採用しております。

建物及び構築物 ３年～43年

③ 重要な引当金の計上基準

イ.貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ.賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う分を計上し

ております。

④ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却期間については５年の定額法により償却しています。
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⑤ 収益及び費用の計上基準

当社グループにおける主な収益は、顧客との警備請負契約から生じる収益であり、当該契約にお

ける一定の期間にわたる履行義務の充足につれて収益を認識することとしております。なお、警備

請負契約は、契約料金が固定的な契約のほか、顧客と合意した時間単価等に基づく従量制の契約や

日々の需要に合わせて受注する臨時契約がありますが、いずれも提供した警備サービスの実績時間

に応じて顧客へ請求する権利が確定するため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第19項の

定めを適用し、当該対価の額で収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正

会計基準第20-３ 項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第28 号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）

第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更

による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合

の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連

結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は遡及適用されますが、当該会計

方針の変更による当連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記

のれんの評価

① 連結計算書類に計上した金額 のれん 364,722千円

減損損失 325,131千円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報

企業結合により取得したのれんは、被取得企業に期待される超過収益力であるため、取得時に

策定した事業計画と実績を比較し、著しい下方乖離がないかどうかにより減損の兆候判定を行っ

ております。

事業計画は過去業績を基礎としたうえで将来の警備員の人数及び一人当たり売上単価の見通し

を考慮して策定しておりますが、当連結会計年度において、連結子会社の地域的な再編を踏まえ

た事業計画の見直しを行った結果、一部の連結子会社について当初想定していた収益が見込めな

くなったことから、のれんの減損損失を計上しています。当社は今後もM＆Aを推進して参ります

が、将来の市場環境や労働環境の変化等により期待した成果が得られない場合には、減損損失を

計上することとなり、将来の連結計算書類に影響を与える可能性があります。
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4. 収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

期間区分※ 連結売上高合計

常駐契約 8,987,313

臨時契約 1,126,102

顧客との契約から生じる収益 10,113,415

※期間区分は、契約期間が１年以上の契約を常駐契約、１年未満の契約を臨時契約として分類してお

ります。但し、常駐契約に付随した臨時契約を常駐契約に含むなど、実態に即した分類としており

ます。

（2）収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

に関する注記等 （4）会計方針に関する事項 ⑤ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要

な金融要素は含まれておりません。

（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権の残高は以下のとおりです。

なお、契約資産はなく、契約負債は重要性が乏しいため記載しておりません。

(単位：千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 1,083,069

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,159,589

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、当初予想される契約期間が1年以内の契約が多いこと、提供した警備サービス

の実績時間に応じて収益を認識していることから、実務上の便法を適用し、残存履行義務に配分し

た取引価格の注記を省略しております。
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5.連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、以下の減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 金額(千円)

東京都

－ のれん 325,131神奈川県

千葉県

資産のグルーピングは、会社単位で継続的な収支の把握を行っていることから、会社単位をグルー

ピングの最小単位としています。のれんについて当初想定していた収益が見込めなくなったことによ

り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。なお、当

該資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを11.7％の割引率で

割り引いて算定しております。

6.連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び数

普通株式 1,506,500株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総

額

１株当たり

配当金
基準日 効力発生日

2024 年 6 月

27日定時株

主総会

普通株式 利益剰余金 130,506千円 90円
2024年

3月31日

2024年

6月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総

額

１株当たり

配当金
基準日 効力発生日

2025 年 6 月

27日定時株

主総会

普通株式 利益剰余金 130,245千円 90円
2025年

3月31日

2025年

6月30日

(3) 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 25,000株
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7．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業を行うための設備投資計画や経営戦略的な投資計画に照らして、必要な資金

は、主に自己資金で賄っておりますが、一部金融機関より調達しております。一時的な余資は主に

流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びリスク

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及び投資信託であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。

長期貸付金は、主に関係会社に対して実行しており、関係会社の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、半年以内の支払期日となっております。

借入金は、主に経営戦略に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後６年で

あります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ.信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに適切な与信管理を実施することにより月単位で回収期日及び残高を管理するとともに、

財務状況の悪化等により回収不能となるリスクの早期把握や軽減を図っております。

また長期貸付金については、定期的に関係会社の財務状況の把握を行っております。

ロ.市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価を把握しており、その資金運用管理状況を定期的に関係

責任者へ報告しております。

ハ.資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。

ニ.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額

(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

投資有価証券 32,727 32,727 －

長期貸付金 107,292 106,807 △484

資産計 140,019 139,535 △484

長期借入金

(1年内返済予定の長期借入金

を含む)

480,368 469,080 △11,287

負債計 480,368 469,080 △11,287

(注)１ 現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等については、短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２ 投資信託について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価

額を時価とみなしており、投資有価証券に当該投資信託を含めて計上しております。

３ 市場価格のない株式等は、投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分
当連結会計年度

(2025年３月31日)

非上場株式 500

非上場関係会社株式 52,238
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時

価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数用いている場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

株式 32,197 － － 32,197

資産計 32,197 － － 32,197

（注）一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなす投資

信託は含めておりません。当該投資信託の連結貸借対照表計上額は530千円であります。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 106,807 － 106,807

資産計 － 106,807 － 106,807

長期借入金

(1年内返済予定の長期借入金を含

む)

－ 469,080 － 469,080

負債計 － 469,080 － 469,080

― 34 ―

2025年05月28日 15時24分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の評価に分類しております。

長期貸付金、長期借入金

長期貸付金、長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債権債務の残存期間及び信用リスクを

加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

8．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は東京都その他の地域において、賃貸用の物件を有しております。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価

506,090 688,166

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額でありま

す。

9．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,131円84銭

１株当たり当期純損失金額 26円71銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

【流 動 資 産】 2,249,814 【流 動 負 債】 815,907

現 金 及 び 預 金 1,510,561 買 掛 金 16,364

売 掛 金 646,829 1年内返済予定の長期借入金 113,304

前 払 費 用 78,076 未 払 金 436,066

そ の 他 14,346 未 払 費 用 62,489

【固 定 資 産】 3,211,248 未 払 法 人 税 等 109,000

有 形 固 定 資 産 229,799 預 り 金 18,577

建 物 70,548 前 受 収 益 3,161

機 械 及 び 装 置 7,545 賞 与 引 当 金 55,169

車 両 運 搬 具 15,043 そ の 他 1,774

工具、器具及び備品 31,889 【固 定 負 債】 285,024

土 地 183,559 長 期 借 入 金 258,314

減 価 償 却 累 計 額 △78,787 資 産 除 去 債 務 12,896

無 形 固 定 資 産 617 そ の 他 13,813

商 標 権 617 負 債 合 計 1,100,931

投資その他の資産 2,980,831 （純 資 産 の 部）

投 資 有 価 証 券 29,746 【株 主 資 本】 4,356,427

関 係 会 社 株 式 734,320 資 本 金 100,000

長 期 貸 付 金 750,744 資 本 剰 余 金 926,602

繰 延 税 金 資 産 43,434 資 本 準 備 金 468,707

投 資 不 動 産 575,258 そ の 他 資 本 剰 余 金 457,895

減 価 償 却 累 計 額 △69,168 利 益 剰 余 金 3,511,224

投資不動産（純額） 506,090 利 益 準 備 金 12,500

そ の 他 1,314,099 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,498,724

貸 倒 引 当 金 △397,605 別 途 積 立 金 1,540,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,958,724

自 己 株 式 △181,398

【評価・換算差額等】 3,703

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

3,703

純 資 産 合 計 4,360,131

資 産 合 計 5,461,063 負債・純資産合計 5,461,063
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損 益 計 算 書
（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,709,124

売 上 原 価 5,080,567

売 上 総 利 益 1,628,557

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,256,631

営 業 利 益 371,926

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,193

受 取 配 当 金 129,256

受 取 地 代 家 賃 36,589

そ の 他 3,972 175,011

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,225

賃 貸 収 入 原 価 14,583 16,809

経 常 利 益 530,128

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 62,500

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 397,415 459,915

税 引 前 当 期 純 利 益 70,212

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 157,481

法 人 税 等 調 整 額 △6,380 151,101

当 期 純 損 失 80,888
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株主資本等変動計算書
（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

（単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

2024年４月１日残高 100,000 468,707 458,014 926,721 12,500

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

当 期 純 損 失 － － － － －

自己株式の取得 － － － － －

自己株式の処分 － － △119 △119 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

－ － － － －

事業年度中の変動額合計 － － △119 △119 －

2025年３月31日残高 100,000 468,707 457,895 926,602 12,500

（単位：千円）

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益剰余金

2024年４月１日残高 1,540,000 2,170,120 3,722,620 △174,535 4,574,806

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △130,506 △130,506 － △130,506

当 期 純 損 失 － △80,888 △80,888 － △80,888

自己株式の取得 － － － △7,173 △7,173

自己株式の処分 － － － 309 190

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

－ － － － －

事業年度中の変動額合計 － △211,395 △211,395 △6,863 △218,378

2025年３月31日残高 1,540,000 1,958,724 3,511,224 △181,398 4,356,427
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（単位：千円）

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

2024年４月１日残高 795 795 4,575,602

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △130,506

当 期 純 損 失 － － △80,888

自己株式の取得 － － △7,173

自己株式の処分 － － 190

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

2,907 2,907 2,907

事業年度中の変動額合計 2,907 2,907 △215,470

2025年３月31日残高 3,703 3,703 4,360,131
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個別注記表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

① 資産の評価基準及び評価方法

イ.有価証券の評価基準及び評価方法

1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法

ロ.棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)

② 固定資産の減価償却の方法

イ.有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10年～38年

機械及び装置 ６年～９年

車両運搬具 １年～５年

工具、器具及び備品 ３年～17年

ロ.無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいておりま

す。

ハ.リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ.投資その他の資産

投資不動産については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～43年
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③ 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を

計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

当社における主な収益は、顧客との警備請負契約から生じる収益であり、当該契約における一

定の期間にわたる履行義務の充足につれて収益を認識することとしております。なお、警備請負

契約は、契約料金が固定的な契約のほか、顧客と合意した時間単価等に基づく従量制の契約や

日々の需要に合わせて受注する臨時契約がありますが、いずれも提供した警備サービスの実績時

間に応じて顧客へ請求する権利が確定するため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第19

項の定めを適用し、当該対価の額で収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下、「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等の

計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３ 項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記

関係会社株式の評価

① 計算書類に計上した金額 関係会社株式 734,320 千円

関係会社株式評価損 62,500 千円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報

関係会社株式の取得時には、期待される超過収益力を反映して、１株当たりの純資産額を基礎

とした金額に比べて相当高い価額で取得する場合があり、当社では、超過収益力が維持されてい

るかどうかについて、株式取得時に策定した事業計画と実績を比較し、著しい下方乖離がないか

どうかにより判断しています。

事業計画は過去業績を基礎としたうえで将来の警備員の人数及び一人当たり売上単価の見通し

を考慮して策定しておりますが、当事業年度において、子会社の地域的な再編を踏まえた事業計

画の見直しを行った結果、一部の子会社について当初想定していた収益が見込めなくなったこと

から、関係会社株式評価損を計上しています。当社は今後もM＆Aを推進して参りますが、将来の

市場環境や労働環境の変化等により期待した成果が得られない場合には、関係会社株式評価損を

計上することとなり、将来の計算書類に影響を与える可能性があります。
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4．貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は次のとおりです。

関係会社に対する短期金銭債権 5,373千円

関係会社に対する長期金銭債権 750,744千円

関係会社に対する短期金銭債務 9,257千円

5．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引（収入分） 1,403千円

営業費用（支出分） 123,259千円

営業取引以外の取引（収入分） 133,788千円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式数の数

普通株式 59,324株

7．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 8,611千円

賞与引当金 23,153千円

長期未払金 3,719千円

貸倒引当金 140,804千円

関係会社株式評価損 22,143千円

資産除去債務 4,569千円

減価償却超過額 9,783千円

その他 5,631千円

繰延税金資産小計 218,417千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △170,346千円

繰延税金資産合計 48,071千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 2,032千円

資産除去債務に対応する除去費用 2,604千円

繰延税金負債合計 4,636千円

繰延税金資産純額 43,434千円
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8．リースにより使用する固定資産に関する注記

重要性が乏しいため記載を省略しております。

9．関連当事者との取引に関する注記

重要な関連当事者との取引は以下のとおりです。

会社等の

名称

関連当事者

との関係

議決権の所

有(被所有)

割合

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

KSS 神 奈 川

㈱
子会社

所有

直接100%
資金の貸付 26,000 長期貸付金 331,258

東邦警備保

障㈱(千葉)
子会社

所有

直接100%
資金の貸付 20,000 長期貸付金 111,500

㈱ネオ・ア

メニティー

サービス

子会社
所有

直接100%
資金の貸付 135,817 長期貸付金 135,817

中国警備保

障㈱
子会社

所有

直接100%
資金の貸付 75,000 長期貸付金 75,000

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して決定しております。 なお、担保は受け入れて

おりません。

10．収益認識に関する注記

連結注記表と同一であるため、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,012円86銭

１株当たり当期損失金額 55円82銭

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月22日

共栄セキュリティーサービス株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 桐川 聡

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 堤 康

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、共栄セキュリティーサービス株式会社の2024年４月１日か

ら2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

共栄セキュリティーサービス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損

益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国

における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書

類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算

書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び

査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年５月22日

共栄セキュリティーサービス株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 桐川 聡

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 堤 康

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、共栄セキュリティーサービス株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書

類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関

する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計

算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な

相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場

合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。

虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与

えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての

判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入

手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連

する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、

又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること

が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査役会の監査報告書

監査報告書

当監査役会は、2024年４月1日から2025年３月31日までの第41期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

2. 監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
③ 内部統制システムに関する取締役会議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月23日
共栄セキュリティーサービス株式会社 監査役会

常勤監査役 伊 藤 芳 雄

監 査 役 吉 田 愛

監 査 役 新 井 啓太郎

(注)監査役伊藤芳雄氏、吉田愛氏及び新井啓太郎氏は、社外監査役であります。
以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題として位置づけており、業

績、配当性向、内部留保の充実と財務体質の強化等を総合的に勘案して、安定的

かつ継続的に利益配分を行うことを基本方針としております。

このような基本方針に基づき、当期業績の傾向及び今後の事業環境を考慮し、

以下のとおり期末配当及び剰余金の処分をさせていただきたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき90円

総額130,245,840円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月30日
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第２号議案 定款一部変更の件

１ 監査等委員会設置会社への移行等に伴う変更

当社の更なる企業価値の向上を図る観点から、監査等委員会設置会社に移行し、

取締役会の適切な監督機能の下で、取締役会の業務執行決定権限を取締役に委任

することにより、経営の意思決定及び執行の迅速化を図るものです。これに伴い、

監査役および監査役会に関する規定の削除、監査等委員会に関する規定の新設、

取締役の員数及び任期等に関する規定の変更、重要な業務執行の決定の取締役へ

の委任に関する規定の新設ならびにこれらに付随する所要の変更等を行うもので

あります。

また、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、会社法第459条１項の規定に

基づき、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことが可能となるよう、規定

を新設するものであります。

２ 事業目的の変更

当社および子会社の事業の現状に即し、事業目的の明確化を図るとともに、子

会社を含めた今後の事業展開及び事業内容の多様化に対応するため、今後の事業

内容の更なる多様化と新規事業への進出に備えるべく、実施した組織再編に沿う

形で、現行定款第２条に定める事業目的を整理するとともに、事業目的を追加す

るものであります。

３ 事業年度末日の変更

当社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとしておりますが、効

率的な業務執行を図るとともに、より適時・適正な経営情報の開示を図るため、

毎年８月１日から翌年７月31日までに変更するものであります。決算期変更の経

過期間となる第42期は、2025年４月１日から2026年７月31日までの16か月決算と

なる予定です。これに伴い、事業年度に関する経過措置として、新たに附則を設

けるものであります。

４ その他全般に関する変更

条文の新設・削除に伴い、条数の整備を行うとともに、項番号の新設等の所要

の変更を行うものです。

５ 変更の内容

定款の変更内容（下線部）は、次のとおりです。なお、本議案における定款変

更については、本総会終結時をもって効力が発生するものといたします。
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現 行 定 款 変 更 案

第１条 （条文省略） 第１条 （現行どおり）

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

１．警備業法にもとづく警備業務

２．建物総合管理業

３．労働者派遣事業

４．放置車両確認業務

５．不動産の売買・仲介・賃貸管理業

６．駐車場の管理・保守・点検業務

７．パーキング・メーター及びチケット発

給管理運用業務

８．車両管理及び運行に関する業務

９．防災・防犯及び警備関連用品の仕入及

び企画・販売

（新設）

１０．前各号に附帯する一切の業務

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

１．警備業法にもとづく警備業務

２．建物総合管理業

３．労働者派遣事業

４．放置車両確認業務

５．不動産の売買・仲介・賃貸管理業

６．駐車場の管理・保守・点検業務

７．経営指導・支援に関する業務

８．企業への投資に関する業務

９．防災・防犯・警備関連用品に関する業

務

１０．職業紹介事業

１１．前各号に附帯する一切の業務

第３条 （条文省略） 第３条 （現行どおり）

（機関）

第４条 当会社は、株主総会および取締役の

ほか、次の機関を置く。

１．取締役会

２．監査役

３．監査役会

４．会計監査人

（機関）

第４条 当会社は、株主総会および取締役の

ほか、次の機関を置く。

１．取締役会

２．監査等委員会

（削除）

３．会計監査人

第５条～第９条 （条文省略） 第５条～第９条 （現行どおり）

（株主名簿管理人）

第10条 当会社は、株主名簿管理人を置く。

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所

は、取締役会の決議によって定める。

３ 当会社の株主名簿および新株予約権原簿

の作成ならびに備置き、その他の株式に関

する事務は、これを株主名簿管理人に取扱

わせ、当会社においては取扱わない。

（株主名簿管理人）

第10条 当会社は、株主名簿管理人を置く。

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所

は、取締役会または取締役会の決議によっ

て委任を受けた取締役が定める。

３ 当会社の株主名簿および新株予約権

原簿の作成ならびに備置き、その他の株式

に関する事務は、これを株主名簿管理人に

取扱わせ、当会社においては取扱わない。

― 51 ―

2025年05月28日 15時24分 $FOLDER; 51ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



現 行 定 款 変 更 案

（株式取扱規程）

第11条 当会社の株式に関する取扱いおよび

手数料は、法令または本定款のほか、取締

役会において定める株式取扱規程による。

（株式取扱規程）

第11条 当会社の株式に関する取扱いおよび

手数料は、法令または本定款のほか、取締

役会または取締役会の決議によって委任を

受けた取締役の定める株式取扱規程によ

る。

（招集）

第12条 当会社の定時株主総会は、毎年６月

にこれを招集し、臨時株主総会は、必要あ

るときに随時これを招集する。

（招集）

第12条 当会社の定時株主総会は、毎年１０

月にこれを招集し、臨時株主総会は、必要

あるときに随時これを招集する。

（定時株主総会の基準日）

第13条 当会社の定時株主総会の議決権の基

準日は、毎年３月３１日とする。

（定時株主総会の基準日）

第13条 当会社の定時株主総会の議決権の基

準日は、毎年７月３１日とする。

第14条～第17条 （条文省略） 第14条～第17条 （現行どおり）

第４章 取締役および取締役会

（員数）

第18条 当会社の取締役は、１０名以内とす

る。

（新設）

第４章 取締役および取締役会ならびに監査

等委員会

（員数）

第18条 当会社の取締役は、１０名以内とす

る。

２ 前項の取締役のうち、監査等委員である

取締役は、５名以内とする。

（選任方法）

第19条 取締役は、株主総会の決議によって

選任する。

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半

数をもって行う。

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする。

（選任方法）

第19条 取締役は、株主総会の決議によって、

監査等委員である取締役とそれ以外の取締

役とを区別して選任する。

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半

数をもって行う。

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする。

― 52 ―

2025年05月28日 15時24分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



現 行 定 款 変 更 案

（任期）

第20条 取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。

（新設）

２ 増員又は補欠として選任された取締役の

任期は、在任取締役の任期の満了する時ま

でとする。

（新設）

（新設）

（任期）

第20条 取締役（監査等委員である者を除く）

の任期は、選任後１年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任

後２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。

３ 増員又は補欠として選任された取締役

（監査等委員である取締役を除く）の任期

は、在任取締役（監査等委員である取締役

を除く）の任期の満了する時までとする。

４ 任期の満了前に退任した監査等委員であ

る取締役の補欠として選任された監査等委

員である取締役の任期は、退任した監査等

委員である取締役の任期の満了する時まで

とする。

５ 補欠の監査等委員である取締役の選任の

効力は、選任後２年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会

の開始の時までとする。

（代表取締役および役付取締役）

第21条 代表取締役は、取締役会の決議によ

って選定する。

２ 取締役会の決議によって、取締役会長、

取締役社長各１名、取締役副社長、専務取

締役、常務取締役各若干名を選定すること

ができる。

（代表取締役および役付取締役）

第21条 取締役会は、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く）のなかから代表取締役

を選定する。

２ 取締役会の決議によって、取締役会長、

取締役社長各１名、取締役副社長、専務取

締役、常務取締役各若干名を選定すること

ができる。

第22条 （条文省略） 第22条 （現行どおり）

（取締役会の招集通知）

第23条 取締役会の招集通知は、会日の３日

前までに各取締役および各監査役に対して

発する。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができる。

２ 取締役および監査役の全員の同意がある

ときは、招集の手続を経ないで取締役会を

開催することができる。

（取締役会の招集）

第23条 取締役会の招集通知は、会日の３日

前までに各取締役に対して発する。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間を

短縮することができる。

２ 取締役全員の同意があるときは、招集の

手続を経ないで取締役会を開催することが

できる。
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） （監査等委員会の招集）

第24条 監査等委員会の招集通知は、会日の

３日前までに各監査等委員に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、こ

の期間を短縮することができる。

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招

集の手続きを経ないで監査等委員会を開

催することができる。

第24条 （条文省略） 第25条 （現行どおり）

（取締役会の決議省略）

第25条 当会社は、会社法第３７０条の要件

を充たしたときは、取締役会の決議があっ

たものとみなす。

（取締役会の決議省略）

第26条 当会社は、取締役が取締役会の決議

の目的である事項について提案した場合に

おいて、当該提案について議決に加わるこ

とができる取締役の全員が書面または電磁

的記録により同意の意思表示をしたとき

は、当該提案を可決する旨の取締役会の決

議があったものとみなす。

（新設） （重要な業務執行の決定の委任）

第27条 当会社は、会社法第３９９条の１３第

６項の規定により、取締役会の決議によっ

て、重要な業務執行（同条第５項各号に掲

げる事項を除く。）の決定の全部又は一部

を取締役に委任することができる。

（取締役会規程）

第26条 取締役会に関する事項は、法令また

は本定款のほか、取締役会において定める

取締役会規程による。

（取締役会規程および監査等委員会規程）

第28条 取締役会および監査等委員会に関す

る事項は、法令または本定款のほか、取締

役会規程および監査等委員会規程による。

（報酬等）

第27条 取締役の報酬、賞与その他の職務執

行の対価として当会社から受ける財産上の

利益（以下「報酬等」という。）は、株主

総会の決議によって定める。

（報酬等）

第29条 取締役の報酬、賞与その他の職務執

行の対価として当会社から受ける財産上の

利益（以下「報酬等」という。）は、監査

等委員である取締役とそれ以外の取締役と

を区別して、株主総会の決議によって定め

る。
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除）

第28条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、任務を怠ったことによる取

締役（取締役であった者を含む。）の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる。

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規

定により、取締役（業務執行取締役等であ

るものを除く。）との間に、会社法の損害

賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし、当該契約に基づく責任の

限度額は、法令が規定する額とする。

（取締役の責任免除）

第30条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、任務を怠ったことによる取

締役（取締役であった者を含む。）の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる。

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規

定により、取締役（業務執行取締役等であ

るものを除く。）との間に、同法第４２３

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当該契約

に基づく責任の限度額は、法令が規定する

額とする。

第５章 監査役および監査役会

第29条～第36条（条文省略）

（削除）

（削除）

第６章 会計監査人

第37条～第38条 （条文省略）

第５章 会計監査人

第31条～第32条 （現行どおり）

（会計監査人の報酬等）

第39条 会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査役会の同意を得てこれを定める。

（会計監査人の報酬等）

第33条 会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査等委員会の同意を得てこれを定め

る。

第７章 計 算

（事業年度）

第40条 当会社の事業年度は、毎年４月１日

から、翌年３月３１日までとする。

第６章 計 算

（事業年度）

第34条 当会社の事業年度は、毎年８月１日

から、翌年７月３１日までとする。

（剰余金の配当）

第41条 剰余金の配当は、毎年３月３１日の

最終の株主名簿に記録された株主または登

録株式質権者に対し行う。

（削除）

（中間配当）

第42条 当会社は、取締役会の決議によって

毎年９月３０日の最終の株主名簿に記録さ

れた株主または登録株式質権者に対し、中

間配当を行うことができる。

（削除）
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） （剰余金の配当等の決定機関）

第35条 当会社は、剰余金の配当等会社法第

４５９条第１項各号に定める事項について

は、法令に別段の定めがある場合を除き、

取締役会の決議によって定めることができ

る。

（新設） （剰余金の配当の基準日）

第36条 当会社の期末配当金の基準日は、毎

年７月３１日とする。

２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年１月

３１日とする。

３ 前２項のほか、基準日を定めて剰余金の

配当をすることができる。

第43条 （条文省略） 第37条 （現行どおり）

（新設） 附則

（監査役の責任免除に関する経過措置）

第１条 当会社は、会社法第４２６条第１項

の規定により、第41期定時株主総会終結前

の行為に関して任務を怠ったことによる監

査役（監査役であった者を含む。）の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる。

２ 第41期定時株主総会終結前の行為に関す

る任務を怠ったことによる監査役（監査役

であった者を含む。）の会社法第４２３条

第１項の損害賠償責任を限定する契約につ

いては、なお同定時株主総会の決議による

変更前の定款第36条第２項の定めるところ

による。

（新設） （事業年度に関する経過措置）

第２条 第34条（事業年度）の規定にかかわ

らず、第42期の事業年度は、令和７年４月

１日から令和８年７月31日までの16か月間

とする。

２ 本附則第２条は、第42期の事業年度の経

過をもって削除する。
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） （取締役の任期に関する経過措置）

第３条 第20条（取締役の任期）の規定にか

かわらず、令和７年６月27日開催の第41期

定時株主総会において選任された取締役の

任期は、第42期事業年度に関する定時株主

総会終結の時までとする。

２ 本附則第３条は、第42期の事業年度の経

過をもって削除する。

（新設） （会計監査人の任期に関する経過措置）

第４条 第32条（会計監査人の任期）の規定

にかかわらず、令和７年６月27日開催の第

41期定時株主総会において選任された会計

監査人の任期は、第42期事業年度に関する

定時株主総会終結の時までとする。

２ 本附則第４条は、第42期の事業年度の経

過をもって削除する。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

当社は、本総会の決議事項第２号議案を原案どおりご承認いただいた場合、監

査等委員会設置会社に移行いたします。つきましては、監査等委員会設置会社に

移行後の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ）３

名を選任いたしたく、その候補者は次のとおりです。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

１

再任

我
あ づ ま

妻 文
ふ み お

男

（1958年10月20日生）

1985年５月 当社 設立 代表取締役

－株2012年６月 当社 代表取締役 会長

2017年６月 当社 代表取締役 社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

創業以来、当社および当社グループの経営全体を統括しており、組織基盤の構築を図り、成長と発

展を実現し、企業価値向上に大きく貢献していることから、グループ経営の監督、事業の拡大を通じ

た企業価値向上のために適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

２

再任

我
あ づ ま

妻 和
か ず ふ み

文

（1962年４月29日生）

1993年４月 当社 入社

6,700株

1998年７月 当社 取締役

2012年６月 当社 代表取締役社長

2016年１月 当社 取締役社長

2017年６月 当社 取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

入社以来、警備事業を統括し、業務品質向上と取引規模拡大に取り組み、重要施設等の警備実績に

より、当社グループの企業価値向上に貢献していることから、グループ経営の監督、事業の拡大を通

じた企業価値向上のために適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

３

再任

松
まつばやし

林 篤
あ つ き

樹

（1969年10月14日生）

1993年４月 大倉商事㈱ 入社

－株

2004年12月 あずさ監査法人（現 有限責任あずさ監

査法人） 入所

2014年７月 ㈱エルテス 取締役

2023年５月 ペガサス・テック・ホールディングス㈱

ＣＦＯ

2024年２月 当社 入社

2024年６月 当社 取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

取締役就任後、上場企業の経営経験、警備業界への参入実績及び公認会計士としての専門性を活か

して、当社グループの企業価値向上に貢献していることから、グループ経営の監督、事業の拡大を通

じた企業価値向上のために適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

(注) 1. 我妻和文氏は代表取締役社長我妻文男氏の三親等以内の親族であります。
2. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
3. 当社は、当社取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任

保険契約を保険会社との間において当社保険料負担にて締結し、被保険者が負担すること
となる法律上の損害賠償金・訴訟費用を補填いたします。なお、各候補者が取締役に就任
した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する予定で
あります。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

当社は、本総会の決議事項第２号議案を原案どおりご承認いただいた場合、監

査等委員会設置会社に移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役

３名を選任いたしたく、その候補者は次のとおりです。なお、本議案の決議の効

力は、本総会の決議事項第２号議案に係る定款変更の効力が発生することを条件

として生じるものとなります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

１

新任

社外取締役

小
こ ざ き

崎 教
の り ひ と

仁

（1963年１月４日生）

1985年４月 富士食品㈱ 入社

1,000株

1987年２月 大川サッシ産業㈱ 入社

2000年４月 エム・ケイ工建㈱ 取締役

2003年11月 ㈱ビガー・コーポレーション 設立

代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ビガーコーポレーション 代表取締役社長

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

当社同様の労働集約型産業である建設不動産業界において、企業経営者として豊富な経験を有して

おり、かかる見識と実績を踏まえ、少子高齢化対策や人的資本等の経営課題について、独立した立場

と客観的な視点から、当社取締役会への貢献が期待されるため、社外取締役候補者といたしました。

２

新任

社外取締役

渡
わ た な べ

辺 真
し ん い ち

一

（1962年12月28日生）

1985年４月 福星運輸㈱ 入社

―株

2000年７月 同社 取締役

2011年６月 同社 代表取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

福星運輸株式会社 代表取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

当社同様の労働集約型産業である運輸・物流業界において、企業経営者として豊富な経験を有して

おり、かかる見識と実績を踏まえ、少子高齢化対策や人的資本等の経営課題について、独立した立場

と客観的な視点から、当社取締役会への貢献が期待されるため、社外取締役候補者といたしました。

３

新任

社外取締役

三
み や け

宅 伸
の ぶ ゆ き

幸

（1969年10月16日生）

1993年４月 味の素㈱ 入社

―株

2009年９月 ㈱ファインフードシステムズ 入社

2017年２月 同社 取締役

2020年８月 同社 代表取締役CEO（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ファインフードシステムズ 代表取締役CEO

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

当社同様の労働集約型産業である食品・飲食業界において、企業経営者として豊富な経験を有して

おり、かかる見識と実績を踏まえ、少子高齢化対策や人的資本等の経営課題について、独立した立場

と客観的な視点から、当社取締役会への貢献が期待されるため、社外取締役候補者といたしました。
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(注) 1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 小崎教仁氏、渡辺真一氏及び三宅伸幸氏は社外取締役候補者であります。いずれの候補者

も、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件及び当社が定める「独立性基準」を満たす
とともに、㈱東京証券取引所に独立役員として届け出る予定であります。

3. 本総会の決議事項第２号議案及び本議案を原案どおりご承認いただいた場合、当社は、各
氏との間で、会社法第423条第1項に定める賠償責任を限定する契約を締結する予定であり
ます。当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額と
なります。

4. 当社は、当社取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任
保険契約を保険会社との間において当社保険料負担にて締結し、被保険者が負担すること
となる法律上の損害賠償金・訴訟費用を補填いたします。なお、各候補者が取締役に就任
した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する予定で
あります。

5. 本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額決定の件

当社の取締役の報酬額は、2016年９月30日開催の第31期定時株主総会におきま

して、年額５億円以内としてご承認いただき現在に至っておりますが、当社は、

第２号議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社に移行致し

ます。つきましては、取締役の報酬額の定めを廃止し、新たに取締役（監査等委

員である取締役を除く）の報酬額について、その員数・構成および職責などを勘

案して、年額５億円以内とさせていただきたいと存じます。

本議案については、当社の事業規模、現行の役員報酬体系やその支給水準に加

え、今後のガバナンス強化の要請等へ柔軟に対応することができるようにするこ

と等を総合的に勘案し決定したものであり、相当であるものと判断しております。

当該報酬額には、従来どおり、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないもの

といたします。

第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決されますと、本議案に基づく

決議による報酬等の支給対象となる取締役（監査等委員である取締役を除く）は

３名となります。なお、本議案の決議の効力は、本総会の決議事項第２号議案に

係る定款変更の効力が発生することを条件として生じるものとなります。

第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額決定の件

当社は、本総会の決議事項第２号議案を原案どおりご承認いただいた場合、監

査等委員会設置会社に移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役

の報酬額について、その員数・構成および職などを勘案して、年額30,000千円以

内とさせていただきたいと存じます。

本議案については、当社のガバナンスにおいて監査等委員が果たすべき職責、

今後のガバナンス強化の要請等へ柔軟に対応することができるようにすること等

を総合的に勘案して決定したものであり、相当であるものと判断しております。

第２号議案及び第４号議案が原案どおり承認可決されますと、本議案に基づく

決議による報酬等の支給対象となる監査等委員である取締役は３名（うち社外取

締役３名）となります。なお、本議案の決議の効力は、本総会の決議事項第２号

議案に係る定款変更の効力が発生することを条件として生じるものとなります。
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第７号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人である太陽有限責任監査法人は、本総会終結の時をもって任

期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであ

ります。会計監査人候補者は、次のとおりであります。

監査役会がForvis Mazars Japan有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした

理由は、中長期的な企業価値向上を目指していくにあたり、新たな視点での監査

が期待できることに加え、当社の事業規模に適した監査体制、会計監査人として

期待される専門性、独立性、品質管理体制並びに監査報酬を総合的に勘案した結

果、適任であると判断したためであります。

①名称 Forvis Mazars Japan 有限責任監査法人

②所在地 東京都港区赤坂一丁目11番44号 赤坂インターシティ5階

③業務執行社員の氏名（予定） 大矢 昇太 井上 融一

④公認会計士法に基づく上場

会社等監査人登録制度への

登録状況

登録されております。

⑤沿革

2011年 ５月 設立

2014年 ９月 Mazarsと提携開始

2019年 ７月 無限責任監査法人から有限責任監査法人へ移行

2024年 10月 Forvis Mazars Japan 有限責任監査法人に名称変更

⑥概要 資本金 6,860万円

（2025年3月末現在） 代表者 総括代表社員 大矢昇太

構成人員

代表社員 2名

社員 9名

公認会計士 22名

公認会計士試験合格者等 8名

その他監査実施者 63名

事務職員 9名

非常勤職員 38名

合 計 151名

監査関与会社 189社 （2024年8月末現在）
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第８号議案 退任監査役への退職慰労金贈呈の件

監査役伊藤芳雄氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの

で、在任中の労に報いるため、当社における一定の基準に従い、退職慰労金を贈

呈いたしたく、その具体的な贈呈の時期、方法等は監査役の協議によることにご

一任願いたいと存じます。退任監査役の退職慰労金額および略歴は、次のとおり

であります。

氏名 金額 略歴

伊藤 芳雄 4,200,000円 2018年７月 当社常勤監査役

以上
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九段会館テラス ４階
会議室 桐の間

靖国神社
第一鳥居（大鳥居） 昭和館 交番

専修大学

九段下駅

りそな九段ビル

千代田区役所

東京法務局

九段合同
庁舎

九段坂病院

千代田会館日本武道館

江戸城 田安門

科学技術館

靖国通り

半蔵門
線

都営新
宿線

内堀通り

北の丸
スクエア

首
都
高
速

東
西
線

皇居外苑
北の丸公園

九段下
まちかど広場

出口４
九段下駅 ４番出口 徒歩１分

第41期定時株主総会会場ご案内図

会 場：東京都千代田区九段南一丁目６番５号
九段会館テラス ４階 会議室 桐の間
(会場が昨年と異なっておりますので、下記の会場ご案内図をご参照の上ご来場をお
願い申し上げます。）

交通の
ご案内

「九段下」駅
東京メトロ 半蔵門線・

東西線 ４番 出口から徒歩１分

都営地下鉄 新宿線

※駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。
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